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　電子マニフェストの加入者数は、平成19 年度以降顕著な伸びを示しており、平成 30 年度末の加入者数は 220,010 者（排

出事業者：191,583、収集運搬業者：19,581、処分業者：8,846）となっています（図1）。

　平成 30 年度末の電子マニフェスト加入者（排出事業者）の業種別構成では、医療、福祉（50％）が最も多く、次いで卸売業、

小売業（31％）、製造業（6％）、建設業（5％）の順になっています（図 2）。なお、一昨年に実施した「少量排出事業者向

け利用料金（Ｂ料金・Ｃ料金）の値下げを実施した効果もあり、小売業（フランチャイズ店等）の加入者が大幅に増加して

います。

　また、都道府県別に見ると東京都（32,925）が最も多く、次いで神奈川県（15,098）、愛知県（14,909）となっています。

東京を中心とした首都圏や愛知を中心とした中部圏、大阪を中心とした近畿圏に加入者が集中している反面、導入が進ん

でいない地域もあり地域格差が広がっています（図 3）。

電子マニフェストの加入者数1

電子マニフェストセンター

平成30年度の電子マニフェスト
普及状況等

 図 2   電子マニフェスト加入者（排出事業者）の
業種別構成（平成 31 年 3 月末現在）

不動産業、物品賃貸業

 図 1   電子マニフェストの加入者数の推移

不動産業、物品賃貸業



事業報告

Ｊ
Ｗ
座
談
会

コ
ラ
ム

連
載「
語
る
」

産
廃
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ

行
政
の
う
ご
き

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
情
報

セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

担
当
者
ス
ポ
ッ
ト

事
業
報
告

Ｊ
Ｗ
座
談
会

コ
ラ
ム

連
載「
語
る
」

産
廃
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ

行
政
の
う
ご
き

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
情
報

セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

担
当
者
ス
ポ
ッ
ト

事
業
報
告

15

電子マニフェスの登録件数2

　電子マニフェストの登録件数は、加入者数の推移と同様に平成19 年度から急増して平成 30 年度は約 2,896 万件となり、

電子化率は58％となりました（図 4）。

　また、排出事業者の業種別の電子マニフェスト登録件数は、建設業の利用が全体の 45％を占めて最も多く、次に、卸売業、

小売業（19％）、製造業（12％）、の順となっており、この3業種で全体の約 76％を占めています（図 5）。

 図 3   都道府県別電子マニフェスト加入者数（平成 31 年 3 月末現在）

不動産業、物品賃貸業

不動産業、物品賃貸業

不動産業、物品賃貸業

 図 4   年度別電子マニフェスト登録件数　電子化率

不動産業、物品賃貸業

 図 5   排出事業者の業種別電子マニフェスト
登録件数（平成 30 年度実績）
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